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研究要旨 

本研究は、建築物衛生法に基づく環境衛生管理において、空気環境、ねずみ・衛生害虫防除、

清掃、水管理等の分野を対象に、デジタル技術の活用可能性と課題を検証し、適切な維持管理

方法や導入時の判断基準を明確化することを目的とした。 

空気環境分野では、PM2.5 測定器や CO2 センサーの精度・校正方法を検討し、換気制御に必

要な精度維持条件や表示基準の必要性を示した。また、浮遊微生物迅速測定装置を用いた実測

から、実用化に向けた課題を整理した。ねずみ・衛生害虫防除分野では、自動計数機能付きラ

イトトラップの検証を行い、捕虫数との誤差が比較的小さいことを確認したほか、ウェアラブ

ルアイトラッカーを活用して厨房点検の視線行動を可視化し、研修教材化を試みた。清掃分野

では、論文検索システムの構築、清掃ロボットの性能整理、ATP 測定による新たな衛生評価法

の検証を実施した。水管理分野では、レーダー式レベルセンサを用いた排水管閉塞状況の自動

検知技術について性能評価を行い、有効性を確認した。 

以上より、建築物環境衛生管理におけるデジタル技術は、管理の効率化や DX 推進に寄与す

る可能性を有する一方、測定精度の維持、コスト、人による管理との役割分担などの課題が存

在することが明らかとなった。本研究成果は、今後の建築物環境衛生管理基準の見直しやデジ

タル技術導入指針の基礎資料として活用が期待される。 
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A．研究目的 

本研究は、建築物衛生法が求める各種項目の

うち、特にねずみ等の防除や清掃等において、

デジタル技術の活用でその目的の達成が見込

まれる技術、機器、ソフトウェア等を抽出する

とともに、手動で行われた結果との比較検証等

を実施し、適切な維持管理方法の探索とその際

の判断基準や留意点を明確化することによっ

て、政府全体の方針であるデジタル原則の達成

と公衆衛生の向上を目指した。また、「建築物

環境衛生管理に関する検討会報告書（令和 3

年 7 月）」で継続検討とされた維持管理項目で

ある、PM2.5、CO2 等についても、改正案の提

案の根拠となる科学的エビデンスの収集を行

うとともに、「デジタル技術を活用した建築物

環境衛生管理のあり方に関する検討会」の中間

とりまとめ（令和 6 年 6 月）を反映し研究を

進めた。

令和 7 年度は、前年度に引き続き、活用可能

なデジタル技術について建築物における実測

調査や実験室における検証実験などを行い活

用の可能性や課題を整理した。ねずみ等防除や

清掃分野では、定期点検・検査におけるデジタ

ル技術の活用には課題が多いことから、それ以

外で建築物環境衛生管理に資する事項（研修教

材の開発など）でのデジタル技術の活用につい

ても検討を行った。

B．研究方法 

研究期間は 3 年間である。最終年度の令和 7

年度は、導入可能なデジタル機器等を用いた実

測や実証実験等を行い、実用可能性や導入の課

題等の検証を行った。研究は、部会に分かれて

実施し、3 か月ごとに開催する全体会議におい

て研究協力者も交えて情報共有・意見交換を行

い、研究全体の方向性を確認し合いながら研究

を進めた（図 1）。 

B1．建築環境衛生の実態とデジタル技術に関

する調査

 環境衛生管理のためのデジタル技術の適応

として、主にエアロゾル感染対策を中心にデジ

タル技術の利用について情報を収集・整理した。 

パンデミックを契機に普及した CO2 濃度によ

る換気状態の検知と空調換気設備制御に関す

る課題として注目されている測定器の精度と

誤差によって生じる課題を検証し、CO2濃度の

測定器に求められる要件について検討した。

また、建築物衛生の監視指導に従事する環境

衛生監視員等の実務担当者により共有された

監視指導上の課題認識、自治体からの事前課題

回答、監視指導実態に関する資料等を用いて、

建築物環境衛生監視指導上の課題を整理した。

また、建築物環境衛生管理に関連する IoT セ

ンサー、クラウド管理、電子台帳等のデジタル

技術について、既存事例および活用状況を収集

し、監視指導業務への適用可能性を整理した。

さらに、報告徴収および立入検査の実施状況、

不適率の推移等について整理し、デジタル技術

活用との関係について検討を行った。

B2．空気環境・粉じんの調整に関するデジタ

ル化技術の特性および適用課題の検討

ローコストセンサーによる室内環境の計測

についてレビュー論文以外の関連論文の調査

を行った。また、実建築物において PM2.5の測

定を 2025 年 12 月、2026 年 1 月の暖房期に行

った。PM2.5 濃度の測定器については、
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DustTrak II（TIS）、PS-2（柴田科学）、

PMT-2500（光明理化学）のほか、PM2.5 サイ

クロンインパクターを装着した粉じん計であ

る LD-5R（柴田科学）、3444（日本カノマック

ス）とした。室内粒子の粒径別の特徴も検討す

るため、ポータブル粒度分布測定器（PAMS 

Model 3310、日本カノマックス）、パーティク

ルカウンター OPS3330（TSI）でも同様に測

定を行い、広い粒径範囲の粒子の計測を行った。 

次に、室内環境・ダクト用 CO2 センサーに

関する調査として、研究論文およびメーカーが

Web ページにて公表している資料に基づいて、

各種 CO2 測定方式について調査しその内容を

整理した。公表された学術研究を中心に、室内

CO₂濃度とヒトへの影響に関して文献調査を

行った。対象文献は、査読付き原著論文（介入

研究・観察研究）、系統的レビュー・メタ解析、

公的機関ガイドラインおよび専門学会声明と

し、主要アウトカムは、認知機能、眠気・睡眠、

症状、生理指標とした。

バイオエアロゾル粒子のリアルタイム測定

については、オフィスビルにおいて夏期（2025

年 8 月）および冬期（2026 年 2 月）に実測を

行った。各対象室において、BAS を用いた 1

分間隔の連続測定を約 1 時間実施し、並行して

バイオエアサンプラーを用いた浮遊細菌およ

び浮遊真菌の測定を行った。浮遊細菌の測定に

は SCD 培地、浮遊真菌の測定には DG18 培地

を用いた。培養条件は、それぞれ 32℃で 2 日

間、および 25℃で 5 日間以上とした。室内測

定終了後には、屋外においてもバイオエアロゾ

ル粒子および生菌（浮遊細菌・浮遊真菌）の測

定を実施した。

B3．ねずみ・衛生害虫の防除に関するデジタ

ル化技術の特性および適用課題の検討

国際学会（ International Conference on

Urban Pests）に参加し、海外のデジタル技術

の活用・普及状況に関する情報を集め整理した。

また、日本ペストロジー学会若手談話会の協力

の下、現場で求められるデジタル技術について

情報を収集した。

次に、捕虫器（ライトトラップ）の有効性と

課題を明らかにするため、自動計測機能付きト

ラップを用いて検証試験を行った。検証試験は、

条件（部屋の大きさ、照明、供試動物の種類）

を変えて実施した。

昨年度の研究により収集した特定建築物の

厨房における目視点検作業について、被験者に

対するグループインタビュー調査により情報

を補足し、収集した視線データの分析を深めた。

また、ウェアラブルアイトラッカー（Tobii Pro 

Glasses 3）の活用方策として、熟練作業員に

よる点検作業の動画教材の作成を試みた。

B4．清掃に関するデジタル化技術の特性およ

び適用課題の検討

昨年度までに収集した清掃に関する学会論

文及び関係機関の成果物について検索システ

ムを構築した。また、ビルメンヒューマンフェ

アに参加し展示品より資料収集を行った。加え

て、9 月に東京ビルメンテナンス協会の企業会

員に対するアンケート調査を行った。

また、昨年度実施した清掃点検報告システム

である 123 レポート（クリーンシステム株式

会社製）及び TERAS（テラモト）のセンサー

等を用いたトイレ清掃の効率化に関する実証

実験の結果について分析を深めた。

さらに、ATP 測定器 2 種（キッコーマン社

のルミテスターA3 とニッタ社のハンドヘルド

ルミノメーター33S）を用いて実験室実験なら

びに実証実験を行った。実験室実験では、ベビ

ーフードを用いた模擬汚れ（10 倍希釈液）を

使い、表面仕上げの異なる 3 種の建材で測定値
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の相違を検証した。また、清掃用具であるタオ

ルとモップの測定方法の検討を行った。実証実

験では、実建築物において、男女トイレ、清掃

倉庫・用具における清掃前後の測定を行った。 

 

B5．建築物内受水槽及び排水設備の衛生管理

に活用可能な技術に関する調査 

まず、建築物衛生法の維持管理に関する記述、

既往の診断技術、業者ヒアリングなどにより、

各工程において現在活用されている技術を調

査した。 

次に、デジタル技術を活用した建築物衛生管

理の効率化に関する選択肢の 1 つとして、レー

ダー式レベルセンサーを用いた排水管洗浄シ

ステムを試作し検証した。この排水管洗浄シス

テムは排水ますに設置したセンサーが堆積物

による管内閉塞を起因とする排水の水位上昇

を検知した後、高圧洗浄装置に信号を送り、配

管内を高圧洗浄するものである。供試排水横管

システムは、大便器の排水口芯から末端までの

全長を約 17 m とし、末端には LT 継手(100 A

×100 A)を接続した。排水横主管は透明塩化ビ

ニル管、呼び口径は 100A(実内径 103 mm)、

こう配は 1/100 とした。測定排水ます 4 箇所に

レーダー式レベルセンサーを設置し、管内水位

の経時変化を測定した。排水横管内における管

内閉塞発生時の水位変動を確認するために、ニ

トリルゴム製の抵抗体と油粘土を組み合わせ

た擬似停滞物を作成し、排水ます内に設置する

ことで管内閉塞を再現した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、建築物衛生法に基づく特定建築物

の衛生管理手法について研究を行うものであ

り、主たる調査対象は建築物であることから、

基本的には研究倫理審査の申請を必要とする

調査研究はない。 

ただし、アイトラッカーを用いた厨房におけ

る点検作業の試験については、国立保健医療科

学院研究倫理審査委員会の承認を得て実施し

た（承認番号 NIPH-IBRA#24037）。 
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図 1 研究の流れ図 

C．研究結果 

C1．建築環境衛生の実態とデジタル技術に関する

調査 

エアロゾル感染対策のデジタル技術については、

病原体を含むエアロゾルが不可視であるため、感

染リスクを認知するためのデジタル技術の必要性

が非常に高い。現時点では、ウイルスを直接検知

することは難しく、今後の技術開発が望まれる。

COVID-19 パンデミックに際しては、人由来の

CO2 の濃度を検知することで、換気の状態を把握

する方法が推奨された。しかし、CO2 濃度計の精

度に関しては一定の信頼性が確認されると同時に、

機種による差や換気の過剰抑制などの可能性が指

摘された。そこで、CO2 濃度の測定器の誤差に関

する調査とその影響に関するシミュレーションを

行い、CO2 濃度の測定器の要件の整理を行った。

自動校正方法をモデル化した上で、CO2 濃度の推

移を仮定した場合の誤差についてシミュレーショ

ンした結果、濃度が低下しない環境では、定期校

正の間隔、校正の段階によって、異なる誤差に収

束した。自動校正による換気抑制に関する事務所

を対象にしたシミュレーションでは、自動校正に

よって CO2濃度が過小評価されると、換気量が抑

制され、実際の室内 CO2濃度が上昇する結果が示

された。また、この現象が繰り返された場合、４

日後の誤差は約 400ppm となり、換気量は約半

分に抑制される結果となった。さらに、CO2 濃度

センサーについては、自動校正による濃度の過小

評価に加え、温度条件等によって比較的大きな誤

差が発生する可能性が認められた。一方、自動校

正を行わない場合には、時間経過に伴い誤差が変

化する可能性も認められた。 

 建築物衛生の監視指導に従事する環境衛生監視

員等の実務担当者による課題整理等の結果、人員

不足、監視対象施設数の増加、紙媒体による記録

管理等に伴う業務負担の増大が確認された。また、

報告徴収は増加傾向にある一方、立入検査件数は

減少傾向にあり、限られた人的資源の中で監視指

導を実施している実態が確認された。デジタル技

術活用としては、CO₂濃度、温湿度、残留塩素等

の測定データを連続的に取得し、異常値把握や監

視優先度付け等へ活用できる可能性が示された。

一方で、IoT による測定データは法定測定を代替

するものではなく、測定精度、データ信頼性、制

度との整合性等への対応が必要であることが示さ

れた。 

 

C2．空気環境・粉じんの調整に関するデジタル化

技術の特性および適用課題の検討 

本研究では、ローコストセンサー（LCS）によ

る室内環境測定、CO₂センサーの性能と健康影響、

オフィスにおけるバイオエアロゾルの実態につい

て調査した。 

 まず、PM2.5測定に用いられる LCS に関する文

献レビューでは、光散乱式センサーは低価格で連

続測定が可能である一方、湿度や温度、粒子特性、

経年劣化の影響を受けやすく、精度向上には基準

機器との比較校正や補正アルゴリズムが不可欠で

あることが示された。また、AI や機械学習を活用

したデータ補正や曝露評価手法の有効性も報告さ

れていた。 

実測調査では、PM2.5濃度はいずれも環境基準値

（15 µg/m³）を下回ったが、測定機器間で値に差

がみられた。粒径別分析では、個数濃度の大部分

が 0.1 µm 以下の超微粒子であり、質量濃度分布は

大気中粒子と類似していた。光散乱式 PM2.5 計は

0.3 µm 未満の粒子を十分検出できないため、超微

粒子が多い環境では過小評価の可能性が示された。

今後は室内粒子特性の把握と校正係数の標準化が

重要である。 

CO₂センサーについては、電気化学式、光音響

式、熱伝導式、NDIR 式の特徴を整理した。現在
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は高精度で他ガスの影響を受けにくい NDIR 方式

が最も普及していた。さらに、室内 CO₂濃度と健

康影響に関する文献を整理した結果、認知機能へ

の影響については研究結果が一致していない一方、

1,000 ppm を超える環境では睡眠効率の低下や眠

気の増加が報告されていた。また、シックビル症

候群様症状は CO₂そのものよりも、換気不足によ

る VOC や生体発散物質の蓄積が主因と考えられ

た。一般的な室内濃度域では明確な生理影響や長

期健康影響の科学的根拠は限定的であった。 

オフィスビルにおけるバイオエアロゾル調査で

は、蛍光粒子（FAP）濃度は多くの建物で冬期が

夏期より高く、室内濃度が屋外を上回る場合もみ

られた。FAP の総粒子に占める割合は粒径が大き

いほど増加し、特に 1 µm 以上で室内の割合が高

かった。浮遊細菌・真菌濃度はともに夏期に高く、

細菌はすべて基準値以下であったが、真菌は夏期

に基準値を超える例が多かった。また、FAP 濃度

と浮遊細菌濃度には有意な相関が認められ、FAP

測定が室内微生物汚染のリアルタイム評価手法と

して有効である可能性が示された。 

 

C3．ねずみ・衛生害虫の防除に関するデジタル化

技術の特性および適用課題の検討 

本研究では、ねずみ・衛生害虫防除分野におけ

るデジタル技術の動向把握、自動計数機能付き捕

虫器の性能検証、ならびに点検作業の視線分析を

実施した。 

まず、国際学会 ICUP2025 では、参加者約 230

名による 52 題の口頭発表と 28 題のポスター発表

が行われたが、デジタル技術に関する報告は、オ

ンラインねずみ監視、AI によるねずみ画像識別、

AI を活用した昆虫計数の 3 題のみであり、海外に

おいても技術開発は進行中の段階であることが確

認された。さらに、日本ペストロジー学会若手談

話会で実施したワークショップ（参加者 22 名）で

は、報告書作成の効率化、害虫同定の自動化、臭

気センサーや AI 搭載ドローンの活用、トラップ配

置支援ツール、害虫相談 AI アプリへの期待などが

挙げられた。一方で、AI 判定精度や顧客要求との

整合性が課題として認識されていた。 

次に、自動計数機能付き捕虫器の検証では、イ

エバエおよびクサビノミバエを対象に実験を行っ

た。その結果、部屋の広さや明暗条件は捕獲数に

有意な影響を与えなかった。一方、計数精度はイ

エバエで特に高く、クサビノミバエでも誤差は

20％未満であり、概ね 80％以上の個体を検出でき

た。また、捕獲時間には明暗条件の影響がみられ

たものの、部屋が狭いほど捕獲時間が短くなる傾

向は確認されなかった。以上より、本装置は異な

る環境条件下でも安定した捕獲・計数性能を有す

ることが示された。 

さらに、厨房における目視点検作業の視線分析

を実施した。グループインタビューから、什器の

脚部や床面、水回り、熱源周辺、壁の亀裂、冷蔵

庫のパッキンや蝶番などが重点的な点検箇所とし

て整理された。また、点検者はトラップの確認や

什器構造の把握、ゴミや不要物の有無にも着目し

ていた。熟練作業員は什器の裏側や隙間など見え

にくい箇所まで広範囲に点検しており、アイトラ

ッカー分析では、ペンライトで照射する前に次の

点検箇所へ視線が移動していた。このことから、

熟練者は先読みしながら効率的に点検を進めてい

ることが可視化され、点検技術のデジタル化・標

準化に向けた有用な知見が得られた。 

 

C4．清掃に関するデジタル化技術の特性および適

用課題の検討 

 本研究では、清掃分野における既存研究の整理、

デジタル技術の導入実態調査、デジタル技術の効

果検証、および ATP 測定による清掃品質評価の基

礎的検討を行った。 

まず、昨年度に収集した論文をデータベース化

し、検索可能な専用ウェブサイトを構築した。 

次に、清掃分野におけるデジタル技術の動向を

把握するため、2025 年のビルメンテナンス関連展
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示会を調査した。出展 162 社のうち、清掃資機材

企業 46 社、ロボット・センサー企業 43 社が大き

な割合を占めた。清掃ロボットは小型から大型ま

で計 46 台が出展され、特に床清掃ロボットの普及

が進んでいた。また、勤怠管理や報告書作成など

の業務効率化システムも多数紹介され、人手不足

への対応としてデジタル化が進展していることが

確認された。 

さらに、東京ビルメンテナンス協会加盟企業 34

社を対象としたアンケート調査では、80％の企業

が清掃ロボットを導入していた。導入先は事務所

ビルが最も多く、清掃品質向上や作業負担軽減、

コスト削減などの効果が報告された。一方で、業

務効率化システムでは勤怠管理の導入率が高いも

のの、25％の企業では未導入であり、デジタル化

の余地が残されていることが明らかとなった。 

デジタル技術の効果検証では、清掃点検報告書

システムの導入により、13 施設中 10 施設で作業

時間が短縮され、平均 32 分（約 20％）の効率化

が確認された。写真管理や音声記録機能により、

報告書作成の負担軽減や情報共有の向上も認めら

れた。また、トイレ利用状況や消耗品補充量、ご

み箱の充填率をセンサーで計測した結果、利用実

態に応じた清掃頻度や消耗品管理の最適化に活用

できる可能性が示された。 

ATP 測定に関する基礎研究では、建材表面の凹

凸や測定機器の違いによって測定値が大きく変化

することが確認された。実建築物での測定では、

トイレ内設備や清掃用具の一部で高い ATP 値が

検出され、清掃対象箇所や作業方法の見直しの必

要性が示唆された。また、清掃後は平均 56％の汚

れが除去されていたが、測定機器間では数値に大

きな差が認められた。現時点では建築物清掃に適

用可能な ATP 基準値は十分に確立されておらず、

利用頻度や部位の特性を考慮した基準設定が今後

の課題である。 

 

C5．建築物内受水槽及び排水設備の衛生管理に活

用可能な技術に関する調査 

本研究では、まず建築物衛生法や既往研究、業

者ヒアリングをもとに、各工程で用いられている

技術を整理した。 

排水管の劣化診断には、設備を停止せずに実施

できる非破壊検査と、配管の一部を取り出して調

査する破壊検査がある。非破壊検査には、放射線

透過試験（X 線）、超音波肉厚測定、内視鏡検査、

外面腐食調査などが用いられる。特に X 線を利用

した放射線透過試験のうち、イメージングプレー

ト（IP）法は、従来のフィルム法と比較して作業

効率や診断精度に優れ、配管の残存肉厚を高精度

に測定できることが報告されている。これにより

余寿命評価や保全計画の合理化、過剰な設備投資

の抑制が可能となる。しかし、撮影作業自体は依

然として人手に依存しており、自動化には課題が

残されている。 

清掃技術には、高圧洗浄法、ワイヤ式清掃法、

ロッド法、空圧式洗浄法などの機械的洗浄法と、

薬剤を用いる化学的洗浄法がある。さらに、管内

圧力や空気圧の変動から閉塞を検知し、自動的に

洗浄水を排出する技術も提案されている。 

 文献調査の結果、診断や清掃に関する個別技術

は進展している一方で、「診断→清掃→完了」ま

での一連の工程をデジタル化し、データを統合的

に管理する実用システムは未だ実現されていな

いことが明らかとなった。 

そこで本研究では、レーダー式レベルセンサー

を活用した排水管閉塞自動検知・洗浄システムを

提案した。このシステムは、排水ます内の水位上

昇を検知すると高圧洗浄装置へ信号を送り、自動

的に洗浄を行うものである。実験では、全長約

17m の排水横管に擬似閉塞物を設置し、レーダ

ー式レベルセンサーによる水位変動の測定を行

った。その結果、閉塞の進行に伴って各排水ます

で継続的な水位上昇が確認され、管内が満水状態

となった後に閉塞物を除去すると水位が低下し

た。これらの結果から、レーダー式レベルセンサ
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ーにより排水管内閉塞に伴う水位上昇を検知で

きる可能性が示され、自動検知・自動洗浄システ

ム実現に向けた基礎的知見が得られた。 

 

D．考察 

 建築物衛生管理にデジタル技術を活用するため

には、個別のデジタル技術の有効性だけでなく、

建築環境衛生管理のデジタル化をどのように実装

し、制度や専門技術と統合するかが重要となる。

本研究全体を通して、以下のように論点を整理し

た。 

 

(1) デジタル技術の有効性と限界 

本研究では、CO₂センサー、PM2.5センサー、害

虫自動計数装置、排水管レベルセンサーなど、多

くの技術が建築物衛生管理における「見えない状

態」を可視化する手段として有効であることが示

された。 

一方で、CO₂センサーの自動校正誤差や低コス

トセンサーの測定精度、ATP 測定値の機器差など、

デジタル機器の測定結果自体に不確実性が存在す

ることも明らかとなった。 

したがって、デジタル化は「人の判断を不要に

する技術」ではなく、「衛生リスクを早期に把握す

る支援技術」として位置づける必要がある。 

 

（2）測定精度・標準化の必要性 

各分野に共通して、測定値の信頼性が大きな課

題として抽出された。具体的には、 IoT 計測デー

タと法定測定値の差異、CO₂センサーの校正方法

による誤差、PM2.5センサーの粒径特性による過小

評価、ATP 測定器間の数値差などである。このこ

とは、デジタル技術の普及には機器性能だけでな

く、校正方法の標準化やデータ補正アルゴリズム、 

評価基準値の整備などが不可欠であることを示し

ている。特に建築物衛生法に基づく管理への適用

を考えると、「何をどの程度の精度で測ればよい

か」という制度的基準の整備が今後の重要課題と

なる。 

 

（3）人手不足への対応としてのデジタル化 

監視指導、清掃、害虫防除の各分野では共通し

て人手不足が指摘された。環境衛生監視員の不足、 

清掃従事者の不足、害虫防除技術者の高齢化とい

った課題に対し、IoT による常時監視、自動計数

システム、清掃ロボット、デジタル報告書システ

ムが業務効率化や省力化に寄与する可能性が示さ

れた。特に清掃報告書システムでは約 20％の時間

削減効果が確認されており、デジタル化の効果は

点検・検査等の現場作業そのものよりも、記録・

報告・管理業務で大きい可能性がある。 

 

（4）専門技能の継承とデジタル化 

害虫防除分野の視線分析では、熟練者が先読み

しながら効率的に点検していることが可視化され

た。これは、建築物衛生管理の質が単なるマニュ

アル作業ではなく、経験知や状況判断能力によっ

て支えられていることを示している。 

今後は、アイトラッカーや AI 画像認識、点検支

援システムなどを活用して熟練技能を形式知化し、

教育や技能継承に活用することが重要な課題とな

る。 

 

（5）リアルタイム管理から予防保全への転換 

従来の建築物衛生管理は、「異常発見 → 対応」 

という事後対応型が中心であった。しかし本研究

では、CO₂濃度の連続監視、FAP による微生物汚

染把握、トイレ利用状況モニタリング、排水管閉

塞検知システムなどにより、「異常予兆の把握 → 

予防的対応」が可能になることが示された。これ

は建築物衛生管理を、定期点検中心からデータを

駆使することによる予防保全へ転換する可能性を

示している。 

 

（6）個別技術から統合的衛生管理システムへの発

展 
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本研究では各分野で有望なデジタル技術が確認

されたが、多くは個別工程や単独機能に留まって

いた。特に排水設備分野では、「診断→清掃→完了

確認」を一体的に管理するシステムが存在しない

ことが指摘された。同様の課題は、空気環境管理、

清掃管理、ねずみ・害虫防除にも共通している。 

今後は、センサーや AI 解析、点検記録、維持管

理履歴を統合したデジタルプラットフォームの構

築が求められる。 

 

（7）建築物衛生法との整合性と制度設計 

本研究で得られた知見は、現行の建築物衛生法

が前提とする「定期測定・定期点検型管理」と、

デジタル技術による「連続監視型管理」との間に

ギャップが存在することを示している。IoT デー

タや AI 判定結果を、法定測定の補完として位置づ

けるのか、それとも将来的に代替可能とするのか

については制度的検討が必要である。また、デジ

タル技術の進展に合わせて、建築物衛生管理の評

価方法や監視指導のあり方そのものを見直す必要

性が示唆される。 

 

E．結論 

本研究から、建築環境衛生分野におけるデジタ

ル技術は、衛生リスクの可視化、業務効率化、予

防保全、技能継承に大きな可能性を有することが

明らかとなった。一方で、測定精度や標準化、制

度との整合性、専門家の判断との役割分担といっ

た課題も共通して認められた。したがって、現段

階では、デジタル技術を活用した建築物環境衛生

管理基準の策定は時期尚早であると判断する。 

しかし、さらなるデジタル技術の進展に伴い将

来的にはこれらを建築物環境衛生管理に活用す

ることは時代の流れとして否定できない。今後は、

個別技術の導入段階から、各種データを統合した

データ駆動型の建築物衛生管理システムへ発展

させるとともに、それを支える評価基準や法制度

の整備を進めることが必要となるであろう。 

 

Ｆ．健康危険情報 
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